


2023年度の株式市場は、年度を通じて堅調に推移し、日経平均株価は2月下旬にバブル期の最高値を更新、その後も年度末にかけて高値を

更新しました。米欧の株式も主要中央銀行の利下げ観測の高まりや米国経済の堅調な推移等を背景に、ハイテク株を中心に上昇し、NYダウ

は3月末にかけて最高値を更新しました。

このように2023年度は歴史的な株高の局面を迎えましたが、当基金では2023年度が特別掛金の償却期間の最終年度に当たるため、市場リス

クの顕在化によって受給権者等の給付に充てるための資産が毀損することのないよう、2024年1月に資産のキャッシュ化を行ったところ

です。これにより、年度末の株価上昇に伴う収益は享受できなかったものの、年度通期では予定利回りの2.0％を上回る8.44％の収益率を確保

しました。

一方、事業運営面においては、年金掛金1,036百万円を全て納期内に収納し、年金・一時金を合わせ398百万円を給付いたしました。この

結果、2023年度においては291百万円の当年度剰余金を計上し、別途積立金に積み増して処理することといたしました。

これら2023年度の業務概況を以下のとおり取りまとめましたことからご報告させていただきます。

当基金では、リスク管理の徹底を図るとともに、正確かつ迅速な事務処理と情報提供の推進に努め、事業主をはじめ加入者、受給者の皆さ

まから付託された責任を果たしていく所存です。引き続き、ご理解・ご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

２０２４年８月

金 属 事 業 企 業 年 金 基 金

理 事 長 石 川 隆 一
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第１部

１．２０２３年度市場環境の振り返り

（１）国 内 債 券

2023年度のNOMURA-BPI（総合）の収益率は、金利上昇により▲2.20％となりました。

（２）国 内 株 式

2023年度のTOPIX（配当込）の収益率は、＋41.34%となりました。

2023年度の国内株式市場は、年度前半は、東証の資本効率改善要請を背景とするPBR1倍割れ企業への高い注目が継続
する中、海外著名投資家の大手商社株買増し報道のあった総合商社等が牽引し、上昇しました。年度中旬は、イスラエ
ルをめぐる地政学リスクの高まりを背景に一時下落したものの、その後、年度後半にかけては、FRBの早期利下げ観測
の後退に伴う円安進行を受けて輸送用機器がアウトパフォームしたほか、日銀のマイナス金利政策解除を受けて金融関
連株が物色されたことから、上昇しました。
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2023年度の10年国債利回りは、年度前半は、日銀の金融緩和政策修正への思惑や7月の金融政策決定会合でイールド
カーブ・コントロール政策の運用柔軟化が決定されたこと等を受けて、上昇しました。年度後半は、10月の日銀金融政
策決定会合でイールドカーブ・コントロール政策の運用柔軟化が再度決定されたことから、許容上限の1％付近まで上昇
する局面もありましたが、その後は日銀がマイナス金利政策解除を含む金融政策修正後も緩和的な金融環境が継続する
との見方が広がると低下に転じ、年度末にかけてはもみ合う展開となり、前年度末比0.41％上昇の0.73％で終えました。



（３）外 国 債 券

2023年度のFTSE世界国債は、米欧金利の上昇等により▲3.39％となりました。一方、対ドル、対ユーロとも大幅に円安
が進行したことを受けて、為替オープンの円ベースでは＋15.27％となりました。

2023年度の米10年国債利回りは、年度前半は、6月のFOMCで年内2回の利上げが示唆されたことや、9月のFOMCで
2024年の政策金利見通しが引き上げられたことから、上昇しました。年度後半は、11月のFOMCで2会合連続の政策金利
据え置きが決定されたことや、12月のFOMCで政策金利見通しが大幅に引き下げられたことなどから、大きく低下する
局面があったものの、その後FRB高官が過度な早期利下げ観測を牽制する発言をしたことや、良好な経済指標の公表等
を背景に早期利下げ観測が後退したことから、低下幅は抑えられ、前年度末比0.73％上昇の4.20％で終えました。

独10年国債利回りは、年度初はインフレ率が高止まりする中、ECB高官から利上げを支持する発言が相次いだことか
ら上昇して始まり、その後も原油高等を背景としたインフレ懸念を受けて、上昇が継続しました。10月に入り、中東情
勢の悪化等を受けて、低下に転じると、その後も、ユーロ圏のインフレ率の鈍化が継続する中、ECBの早期利下げ観測
が高まったことから低下し、前年度と同水準の2.30％で終えました。

（４）外 国 株 式

2023年度のMSCI-KOKUSAIは、現地通貨ベースで＋25.74%、対ドル等での円安を受けて円ベースでは＋42.92％となり
ました。

2023年度の先進国株式市場は、年度前半は、米地方銀行の破綻を受けた金融システム不安等から下落する局面があっ
たものの、米インフレ指標の落ち着きにより利上げの停止が意識されたことから、上昇しました。年度中旬は、大手格
付け機関による米国債格下げや中東情勢の悪化等が嫌気されたことから下落する局面があったものの、その後は米FOMC
での政策金利据え置き等を受けて早期利下げ期待が高まったことや、生成AIなどの成長期待が高まったセクターを筆頭に
企業の好決算が相次いだことから、上昇しました。
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（５）為 替

2023年度は、ドル/円、ユーロ/円とも一段の円安が進行しました。

2023年度のドル/円は、年度前半は、FRBによる金融引締め政策の長期懸念を背景に米金利が上昇したこと等から、円
安・ドル高が進行しました。年度後半は、日銀の金融政策修正観測の高まり等背景に一時的に円高・ドル高となったも
のの、その後日銀が金融政策修正後も金融緩和姿勢を維持する旨発表したことから、円安・ドル高方向へ反転し、年度
末は1ドル＝151.35円で終えました。

一方、ユーロ/円は、年度前半は、ECBが金融引締め姿勢を維持したこと等から、円安・ユーロ高が進行しました。年
度後半は、日銀の金融政策修正観測の高まり等を背景に一時的に円高・ユーロ安となったものの、その後日銀が金融政
策修正後も金融緩和姿勢を維持する旨発表したことから、円安・ユーロ高方向へ反転し、年度末は１ユーロ＝163.46円
で終えました。
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2023年3月末 2023年6月末 2023年9月末 2023年12月末 2024年3月末

国内債券 10年国債利回り (％) 0.32 0.40 0.77 0.62 0.73

国内株式 日経平均株価 (円) 28,041.48 33,189.04 31,857.62 33,464.17 40,369.44

外国債券
米国10年国債利回り (％) 3.47 3.84 4.57 3.88 4.20

ドイツ10年国債利回り (％) 2.29 2.39 2.84 2.02 2.30

外国株式
NYダウ (ﾄﾞﾙ) 33,274.15 34,407.60 33,507.50 37,689.54 39,807.37

ドイツDAX (ﾎﾟｲﾝﾄ) 15,628.84 16,147.90 15,386.58 16,751.64 18,492.49

為替
ドル／円 (円) 133.09 144.54 149.23 140.98 151.35

ユーロ／円 (円) 144.59 157.69 157.99 155.73 163.46

◆ 参 考 指 標



２．２０２３年度資産運用結果

（１）資 産 全 体
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2023年度は、内外株式ともに大幅に上昇した中、1月上旬に資産のキャッシュ化ルールを発動しパッシブ資産をキャッ
シュ化しました。これにより、結果的に年度末の株価上昇に伴う収益は享受できなかったものの、予定利率の2.0％を上
回る8.44％の収益率を確保しました。

2023年度は、年度中旬にイスラエルをめぐる地政学リスクの高まりを背景に下落する局面もありましたが、年度後半に
かけては米FOMCでの政策金利据え置きなどを受けた早期利下げ期待の高まり等から内外株式は大幅に上昇しました。
一方、債券市場では、国内10年国債利回りは、日銀の金融政策修正に対する思惑から上昇（価格は下落）し、米欧金利も
上昇したものの、対ドル等での円安進行を受けて円ベースではプラスとなりました。

こうした市場環境の中、当基金では、2023年度が特別掛金の償却期間の最終年度に当たり、年度末にかけて市場リスク
の顕在化による年金資産の毀損を未然に防止するため、2024年1月上旬に資産全体の8割を占めるパッシブ資産のキャッ
シュ化を行ったところです。これにより、結果的には年度末にかけての株価上昇に伴う収益は享受できなかったものの、
資産全体の年度通期の収益率は予定利率の2.0％を上回る8.44％となりました。
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キャッシュ化（1/12）
▼

外国債券(ＦＴＳＥ世界国債（除く日本）)

国内債券(NOMURA-BPI総合)

外国株式(MSCI-KOKUSAI)

国内株式(TOPIX（配当込み）)

【債券市場】 【株式市場】

2022年度
2023年度 ベンチマーク 収益率

国内債券
NOMURA-BPI総合

-2.20%第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収益率 (％) -1.43 4.85 -1.38 3.45 1.52 8.44
国内株式
TOPIX（配当込み）

41.34%

収益額 (千円) -60,728 222,068 -68,992 172,517 84,607 410,200
外国債券
FTSE世界国債（除く日本）

15.27%
(-3.39%)

期末運用資産額 (千円) 4,367,361 4,950,336 4,964,238 5,213,536 5,384,784 5,384,784
外国株式
MSCI-KOKUSAI

42.92%

※収益率は修正総合利回り ※FTSE世界国債の下段()内は円ヘッジベースの収益率



（２）資 産 別 収 益 率 ・ 収 益 額
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（％）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 率 -1.43 5.62 -1.51 3.90 1.30 9.22

国 内 債 券 -1.10 0.44 -2.93 0.97 4.02 -1.29

国 内 株 式 10.03 14.57 2.47 2.10 16.89 32.67

外 国 債 券 0.93 7.76 -0.72 2.29 9.43 14.88

ヘッジ外債 -7.36 -1.93 -3.56 4.55 -14.04 -1.97

外 国 株 式 5.85 16.57 -0.37 5.58 7.23 31.62

短 期 資 産 -0.01 0.00 0.00 0.00 -0.00 0.00

（千円）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 額 -49,132 212,792 -63,820 164,246 61,870 375,088

国 内 債 券 -1,739 828 -5,838 1,904 1,099 -2,007

国 内 株 式 27,406 70,725 14,099 12,708 34,441 131,974

外 国 債 券 2,196 32,152 -3,315 10,483 10,990 50,311

ヘッジ外債 -113,860 -33,222 -64,958 81,674 -11,028 -27,534

外 国 株 式 36,941 142,308 -3,808 57,477 26,376 222,352

短 期 資 産 -75 0 0 0 -8 -8

①パッシブ資産

資産のキャッシュ化に伴い、第4四半期においては内外株式の上昇による収益は享受できなかった一方、国内債券と
ヘッジ外債については対ベンチマークで超過リターンを確保しました。これによりパッシブ資産全体の収益率は9.22％
となりました。



8

②オルタナティブ資産

第2四半期は、内外金利が大幅に上昇（債券価格は下落）したほか、米の金融引締め長期化への懸念などから先進国株式
は下落するなどマルチアセットにとって厳しい局面となりましたが、その後は株価上昇等により収益率は改善し、オル
タナティブ資産の年度通期の収益率は7.82％となりました。

（％）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 率 -3.56 2.25 -1.42 1.97 4.88 7.82

第 一 生 命 -3.34 1.35 -1.97 1.63 2.19 3.21

りそな銀行 -3.78 3.16 -0.88 2.30 7.51 12.46

（千円）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 額 -14,396 8,776 -5,677 7,765 19,624 30,489

第一生命 -6,759 2,639 -3,912 3,190 4,352 6,269

りそな銀行 -7,636 6,137 -1,765 4,575 15,272 24,220

（参考）オルタナティブ資産のプロダクト 第一生命：マルチアセット（第２総合口）、りそな銀行：マルチアセット（総合口N）
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（参考）一般勘定のプロダクト 日本生命：ニッセイ一般勘定プラス

③生保一般勘定

生保一般勘定は、保証利回りの0.50%に配当の0.65%を加え、最終的な利回りは1.15％になりました。

（％）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 率

日 本 生 命 0.70 0.12 0.13 0.13 0.77 1.15

（千円）

2022年度
2023年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 額

日 本 生 命 2,800 500 505 505 3,113 4,623



（３）パッシブ資産にかかる資 産 構 成 割 合

(千円)

基本ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 第４四半期末

中心値 許容乖離幅 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合

国内債券 5％ ±2％ 199,228 4.8％ 193,390 4.6％ 204,266 4.6％ 0 0.0％

国内株式 13％ ±3％ 571,286 13.8％ 585,385 14.0％ 638,349 14.5％ 0 0.0％

外国債券 11％ ±3％ 461,399 11.1％ 458,084 11.0％ 468,568 10.6％ 0 0.0％

ヘッジ外債 45％ ±4％ 1,763,741 42.5％ 1,796,431 43.1％ 1,878,104 42.6％ 0 0.0％

外国株式 23％ ±4％ 1,032,120 24.9％ 1,028,311 24.7％ 1,088,575 24.7％ 0 0.0％

短期資産 3％ ±3％ 121,377 2.9％ 106,624 2.6％ 131,391 3.0％ 4,559,738 100.0％

合 計 100.0％ ― 4,149,151 100.0％ 4,168,226 100.0％ 4,409,253 100.0％ 4,559,738 100.0％

2023年度は第3四半期まで基本ポートフォリオの枠内で資産配分を行いましたが、2024年1月に資産のキャッシュ化を
行い、年度末まで短期資産で管理しました。
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このページは余白です。
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第２部

１．事業所の適用状況

事業所数は、対前年度末比± 0社の110社となりました。

２．加入者の適用状況

加入者数は、対前年度末比▲ 59名の4,306名となりました。

（名）

2022年度末

（2023.3.31）

2 0 2 3 年 度 中 の 増 減
2023年度末

（2024.3.31）
加 入 喪 失 計

加入者数 4,365 232 291 ▲59 4,306

（社）

2022年度末

（2023.3.31）

2 0 2 3 年 度 中 の 増 減
2023年度末

（2024.3.31）
新 規 適 用 脱 退 計

事業所数 110 0 0 0 110

12



（千円）

掛 金 種 別 調査決定額 収 納 額 収 納 率

標 準 掛 金 233,586 233,586 100.0%

特 別 掛 金 （注） 802,646 802,646 100.0%

加 入 者 分 508,152 508,152 100.0%

受 給 者 分 294,494 294,494 100.0%

年 金 掛 金 計 1,036,232 1,036,232 100.0%

事 務 費 掛 金 47,236 47,236 100.0%

３．掛金の収納状況

年金掛金1,036百万円、事務費掛金47百万円、合わせて1,084百万円を納期内に全て収納しました。
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（注）特別掛金は、厚生年金基金の解散時における加入者・受給者の受給権（加入者にあっては脱退一時金相当額、受給者
にあっては年金額相当額）をDB基金に持ち込み、当該額を事業主が一定の割合で補填するために2017年4月から
2024年3月までの7年償却で設定した掛金。



４．年金の裁定状況

５．一時金の裁定状況

年金受給者数は、対前年度末比▲ 59名の581名となりました。

一時金は、老齢給付金57件、脱退一時金119件、遺族給付金6件、合わせて182件を裁定し給付しました。

（名）

2022年度末
（2023.3.31）

2 0 2 3 年 度 中 の 増 減
2023年度末

（2024.3.31）
新 規 裁 定 失 権 計

年 金
受給者数

640 28 87 ▲59 581

（件）

老齢給付金 脱退一時金 遺族給付金 計

57 119 6 182
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（千円） （円）

給 付 の 種 別 金 額 1 人 当 た り 金 額

老 齢 給 付 金 342,050

年 金 217,075 334,993

一 時 金 124,975 2,192,535

脱 退 一 時 金 47,983 403,216

遺 族 給 付 金 7,936 1,322,667

合 計 397,969

６．給付費の状況

年金給付217百万円、一時金給付181百万円、合わせて給付費総額は 398百万円となりました。

15

（参考）給付の要件

➢ 老齢給付金：加入者期間10年以上ある方が、60歳に達したときに年金として支給。年金に代えて一時金として受けることも可。

➢ 脱退一時金：加入者期間１か月以上10年未満の方が基金を脱退 （退職）したとき、もしくは事業所毎の加入上限年齢に達した

ときに支給。

➢ 遺族給付金：加入者期間１か月以上の加入者、または加入者であった方が亡くなったときに遺族へ一時金を支給。



（千円）

費 用 勘 定 収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．経常収支 １．経常収支

給 付 費 ３９７,９６９ ４０３,４０２ △５,４３４ 掛金等収入 １,０３６,２３２ １,０３８,２８４ △２,０５２

移 換 金 ５,８９８ ５,５０７ ３９１ 受 換 金 等 ０ ０ ０

運用報酬等 １０,９６３ ９,２９５ １,６６９ 脱退一時金相当額受入金 ０ ０ ０

業務委託費等 １８,６８３ １８,３０８ ３７５ 運 用 収 益 ４１０,２００ ０ ４１０,２００

特別法人税 ０ ０ ０

運 用 損 失 ０ ６０,７２８ △６０,７２８

小 計 ４３３,５１３ ４９７,２４０ △６３,７２７ 小 計 １,４４６,４３２ １,０３８,２８４ ４０８,１４８

２．特別収支 ２．特別収支

特別支出 ０ ０ ０ 特 別 収 入 ０ １,５５０ △１,５５０

繰 入 金 ０ ０ ０ 受 入 金 ０ ０ ０

小 計 ０ ０ ０ 小 計 ０ １,５５０ △１,５５０

３．負債の変動 ３．負債の変動

責任準備金増加額 ７２２,１６６ ７０５,７６３ １６,４０３ 責任準備金減少額 ０ ０ ０

小 計 ７２２,１６６ ７０５,７６３ １６,４０３ 小 計 ０ ０ ０

４．基本金 ４．基本金

当年度剰余金 ２９０,７５３ ０ ２９０,７５３ 当年度不足金 ０ １６３,１６９ △１６３,１６９

小 計 ２９０,７５３ ０ ２９０,７５３ 小 計 ０ １６３,１６９ △１６３,１６９

総 合 計 １,４４６,４３２ １,２０３,００３ ２４３,４２９ 総 合 計 １,４４６,４３２ １,２０３,００３ ２４３,４２９

第３部

16（※）費用勘定中「責任準備金増加額」は実際にキャッシュアウトを伴わない数理計算上の費目

（注）収益率は修正総合利回り。決算上の時価ベース利回りは8.31%です。

１．年金経理

（１）損 益 計 算 書

2023年度の運用利回りは予定利率の2.0％ を上回る8.44％となり、291百万円の当年度剰余金を計上しました。
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（注）2022年度末純資産額：資産合計5,508百万円－支払備金74百万円 =5,433百万円

（２）貸借対照表

2023年度末現在の純資産は5,433百万円となりました。なお、当年度剰余金と別途積立金を合わせた基本金は606百万円
となりました。

（千円）

資 産 勘 定 負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．純資産 １．純資産

流 動 資 産 １２２,９１２ １２３,４５７ △５４５ 流 動 負 債 ０ ０ ０

固 定 資 産 ５,３８４,７８４ ４,３６７,３６１ １,０１７,４２２ 支 払 備 金 ７４,４４６ ７０,４８７ ３,９５９

小 計 ５,５０７,６９６ ４,４９０,８１８ １,０１６,８７８ 小 計 ７４,４４６ ７０,４８７ ３,９５９

２．負債 ２．負債

責任準備金 ４,８２７,４５３ ４,１０５,２８７ ７２２,１６６

小 計 ４,８２７,４５３ ４,１０５,２８７ ７２２,１６６

３．基本金 ３．基本金

基 本 金 ０ １６３,１６９ △１６３,１６９ 基 本 金 ６０５,７９７ ４７８,２１３ １２７,５８４

小 計 ０ １６３,１６９ △１６３,１６９ 小 計 ６０５,７９７ ４７８,２１３ １２７,５８４

総 合 計 ５,５０７,６９６ ４,６５３,９８７ ８５３,７０９ 総 合 計 ５,５０７,６９６ ４,６５３,９８７ ８５３,７０９
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２．業務経理

（１）損 益 計 算 書

業務経理においては、加入者数の減に伴う事務費掛金の減少等により、2023年度は140万円の当年度不足金を計上しま
した。

（千円）

費 用 勘 定 収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

事 務 費 ４７,１５９ ４６,８６８ ２９１ 掛 金 収 入 ４７,２３６ ４７,８９７ △６６２

代議員会費 ２９６ １０４ １９２ 受 入 金 ０ ０ ０

業務委託費 ４４０ ５５０ △１１０ 寄 付 金 ０ ０ ０

機械処理経費 ０ ０ ０ 雑 収 入 １ １ ０

繰 入 金 ０ ０ ０ 不 足 金 １,４０１ １７０ １,２３２

雑 支 出 ７４３ ５４６ １９７

不納欠損 ０ ０ ０

剰 余 金 ０ ０ ０

合 計 ４８,６３８ ４８,０６８ ５７０ 合 計 ４８,６３８ ４８,０６８ ５７０



19

（２）貸借対照表

2023年度末現在の基本金は、当年度不足金と繰越剰余金を合わせ71百万円となりました。

（千円）

資 産 勘 定 負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

流 動 資 産 ７７,６５５ ７６,５４５ １,１０９ 流 動 負 債 ７,１０５ ４,５９４ ２,５１１

固 定 資 産 ０ ０ ０ 固 定 負 債 ０ ０ ０

繰 延 勘 定 １ ０ １ 基 本 金 ７１,９５１ ７２,１２０ △１６９

基 本 金 １,４０１ １７０ １,２３２

合 計 ７９,０５６ ７６,７１５ ２,３４１ 合 計 ７９,０５６ ７６,７１５ ２,３４１
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３．決算結果に基づく財政検証

■継続基準では年金資産 が責任準備金を上回っていること（積立比率1.0以上）がクリアの条件となります。

■ただし、年金資産が責任準備金を下回っている場合でも、不足金が許容繰越不足金（責任準備金の15%）の範囲内
であれば掛金の見直しは不要です。

年金資産
（時価）

不足金許容繰越不足金
（責任準備金×15％）

責任準備金

現時点で保有しておかなければ
ならない積立額

（１）継 続 基 準 に 基 づ く 検 証

② 年金資産＜責任準備金の場合･････継続基準に抵触

➢ 不足金＜許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しは不要（不足金はそのまま繰越可能）

➢ 不足金＞許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しが必要（不足金解消が必要）

① 年金資産＞責任準備金の場合･････継続基準クリア

年金資産
（時価）

剰余金

② ①

比較

比較

（注）

（注）正確には貸借対照表上の純資産額ですが、より分かり易くするため年金資産と表現しています。
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2023年度は291百万円の当年度剰余金が生じ、別途積立金と合わせた剰余金は606百万円となりました。この結果、年金
資産の責任準備金に対する積立比率は1.12となり、継続基準はクリアしています。

検 証 結 果

積立比率１.12

年金資産
（5,433百万円）

責任準備金
（4,827百万円）

剰余金（606百万円）

基準クリア

（参考） 継続基準の検証

積立比率
2019 2020 2021 2022 2023

1.04 1.16 1.14 1.07 1.12



■非継続基準は「制度が終了」する前提で、加入者・受給者の受給権が確保されているかを検証します。

60歳現在年齢

最低保全給付
（既に権利が発生している
給付＝既得権のイメージ）

最低積立基準額
（制度終了時に必要と

される資産額）
年金資産

割引率（※）

※30年国債応募者利回りの過去５年平均を基準として厚生労働大臣が定める率（0.71％）に0.5以内の率を加減した率（1.21％）

■非継続基準に抵触した場合の対応

非継続基準に抵触した場合の追加掛金の要否の判定にあたっては、次の2通りの方法があります。

➢ 積立比率に応じて掛金を設定する方法
⇒決算時点の積立不足額に応じて必要な掛金を算定

➢ 積立水準の回復計画策定による方法
⇒該当年度の翌々年度から10年以内に積立水準が回復する将来シミュレーション（回復計画）の策定及び見直し

22

（２）非 継 続 基 準 に 基 づ く 検 証

■非継続基準では年金資産が最低積立基準額を上回っていること（積立水準1.0以上）がクリアの条件となります。



2023年度までの7年償却の特別掛金の償却が予定どおり進んだ結果、年金資産の最低積立基準額に対する積立比率は
1.15となり、非継続基準はクリアしました。これに伴い、従来策定していた回復計画の行政あて提出は不要となりまし
た。

検 証 結 果

23

基準クリア

積立比率１.15

年金資産
（5,433百万円）

最低積立基準額
（4,708百万円）

（参考） 非継続基準の検証

積立比率
2019 2020 2021 2022 2023

0.54 0.70 0.78 0.91 1.15



１．代議員会等の開催状況

第４部

２０２３年 ４月 第１６回 理事会

第１９回 代議員会

７月 総合監査

第１７回 理事会

第２０回 代議員会

２０２４年 ２月 第１８回 理事会

第２１回 代議員会
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２．広報活動及びディスクロージャーの推進状況

２０２３年 ４月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2023.1-3)

５月 仮想個人勘定残高および年金見込額のお知らせ（2023.4.1基準）

７月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2023.4-6)

８月 「企業年金にゅうす」 №13

2022年度 「業務概況報告書」(Review Of Operations In Fiscal 2022) 

１０月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2023.7-9)

２０２４年 １月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2023.10-12)

３月 「企業年金にゅうす」 №14

25



３．確定拠出年金（DC）プラン実施状況（2024年3月31日現在）

資 産 配 分 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料（２０２３年３月末基準）」より

年 代 別 の 商 品 選 択 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

26

２０２４年３月３１日時点

【実施事業所29社、加入者数684名】

元本確保型
20.3%

国内債券
3.2%

国内株式
8.0%

外国債券
1.3%外国株式

10.8%

バランス型
56.3%

元本確保型

20.3％

投資信託

79.7％

元本確保型
39.7%

国内債券
4.5%

国内株式
12.8%

外国債券
4.0%

外国株式
17.1%

バランス型
20.1%

元本確保型

39.7％

投資信託

60.3％

19.7

19.3

24.7

16.2

55.0

56.5

54.6 

65.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50代～

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型

43.7

34.5

32.5

34.8

19.6

20.9

20.2

23.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50代～

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型



【 参 考 】運用商品別の資産配分割合

商品名 投資対象 資産評価額 配分割合

① 三井住友信託ＤＣ変動定期５年

元本確保型

10,673,158円

20.3%
② 三菱UFJ銀行確定拠出年金専用５年定期預金 16,687,325円

③ みずほＤＣ定期預金（３年） 4,455,640円

④ ニッセイ利率保証年金（５年保証/日々設定） 1,179,618円

⑤ 第一のつみたて年金（５年） 1,454,218円

⑥ ＤＣ日本債券インデックス・オープンＳ 国内債券 5,506,427円 3.2%

⑦ ＤＣ・ダイワ・バリュー株・オープン

国内株式

5,538,374円

8.0%
ＤＣ日本株式ＥＳＧセレクト・リーダーズインデックスＦ 0円

⑨ ＤＣ日本株式インデックス・オープンＳ 4,807,945円

⑩ 年金積立Ｊグロース 3,267,646円

⑪ ＤＣ外国債券インデックスＬ 外国債券 2,213,622円 1.3%

ＤＣ外国株式ＥＳＧリーダーズインデックスＦ

外国株式

0円

10.8%
⑬ ＤＣ外国株式インデックスＬ 7,886,166円

ＤＣ米国株式インデックス・オープン（Ｓ＆Ｐ５００） 649,628円

⑮ 朝日Ｎｖｅｓｔグローバル バリュー株オープン 4,226,658円

⑯ 年金積立インターナショナル・グロース・ファンド 5,573,403円

インデックスファンド海外新興国債券（１年決算型）
新興国

0円
0.0%

インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式 0円

Ｊリートアクティブファンド
ＲＥＩＴ

0円
0.0%

ＤＣダイワ・グローバルＲＥＩＴインデックスファンド 0円

ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2030

バランス型

0円

56.3%

ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2040 0円

ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2050 0円

ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2060 0円

㉕ ＤＣ世界経済インデックスファンド 16,209,894円

㉖ ＤＣ世界経済インデックスファンド （株式シフト型） 15,613,404円

㉗ ＤＣ世界経済インデックスファンド （債券シフト型） 10,082,063円

㉘ コアラップＡ（分散投資コア戦略ファンドＡ） 24,051,274円

㉙ コアラップＳ（分散投資コア戦略ファンドＳ） 29,505,308円

総 計 169,581,771円 100.0% 27

２０２４年３月３１日現在

８

12

14

17

18

19

20

21

22

23

24

※ 上記商品のうち、白ヌキは2024年3月の追加商品
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0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

22%

10%

1%
2%

3%

13%

4%
3%

7%

3%

32%

昨年度末 今年度末

運 用 利 回 り の 人 数 分 布

昨年度末
（2023年3月末）

今年度末
（2024年3月末）

初回拠出来利回り（年率） 2.8％ 7.9％

プラス実績獲得者率 85.9％ 100.0％
※ 過去1年間における年率運用利回り（平均）

14.8％
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0%

0%

0%

0%

0%

0%

19%

3%

11%

4%

6%

57%

▲10％未満

▲10％～▲8％未満

▲8％～▲6％未満

▲6％～▲4％未満

▲4％～▲2％未満

▲2％～0％未満

0％～2％未満

2％～4％未満

4％～6％未満

6％～8％未満

8％～10％未満

10％以上

年 代 別 運 用 利 回 り の 人 数 分 布

～２０代

平均利回り：１３.４％

0%

0%

0%

0%

0%

0%

32%

3%

20%

6%

9%

29%

▲10％未満

▲10％～▲8％未満

▲8％～▲6％未満

▲6％～▲4％未満

▲4％～▲2％未満

▲2％～0％未満

0％～2％未満

2％～4％未満

4％～6％未満

6％～8％未満

8％～10％未満

10％以上

４０代

平均利回り：７.４％

0%

0%

0%

0%

0%

0%

31%

6%

15%

6%

8%

34%

▲10％未満

▲10％～▲8％未満

▲8％～▲6％未満

▲6％～▲4％未満

▲4％～▲2％未満

▲2％～0％未満

0％～2％未満

2％～4％未満

4％～6％未満

6％～8％未満

8％～10％未満

10％以上

３０代

平均利回り：８.４％

0%

0%

0%

0%

0%

0%

38%

2%

17%

7%

14%

22%

▲10％未満

▲10％～▲8％未満

▲8％～▲6％未満

▲6％～▲4％未満

▲4％～▲2％未満

▲2％～0％未満

0％～2％未満

2％～4％未満

4％～6％未満

6％～8％未満

8％～10％未満

10％以上

５０代～

平均利回り：５.３％

※ 初回拠出来利回り

0%

0%

0%

0%

0%

0%

89%

0%

0%

0%

11%

0%

▲10％未満

▲10％～▲8％未満

▲8％～▲6％未満

▲6％～▲4％未満

▲4％～▲2％未満

▲2％～0％未満

0％～2％未満

2％～4％未満

4％～6％未満

6％～8％未満

8％～10％未満

10％以上

６０代～

平均利回り：１.１％


